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アジアのエネルギー・セキュリテイを考える 蝋
ConsideringEneI●gySecurityinAsia 躍蕊

長い伝統を持ち，茅先生が会長を務められるエネル

ギー・資源学会で，本日講演ができることを光栄に思

います．造詣の深い方々を前にしての講演ですので．

身の引き締まる思いがします．本日は，世界の注目す

るアジア地域のエネルギー・セキュリティをどのよう

に確保していくのか，私の研究所で作成したデータに

も触れながら，実情について問題提起をしていきたい

と考えています．

1．基本的な問題意識

まず私自身の問題意識について簡単にお話したいと

思います．最近，ヨーロッパや米国からの訪問者との

議論の中で，ほとんどの方々が，アジアのエネルギー・

セキュリティの問題に日本はどのように対応するつも

りなのか，質問をぶつけてきます．

1973年の第1次石油危機（ストラテジック・クライ

シス）から20数年が経過して，ヨーロッパの場合は北

海の原油発見によって中東に対する石油依存が低下し，

米国の場合はメキシコや南米の原油増産によって中東

に対する石油依存が低下しました．3大消費地域の2

つは，政治的にも経済的にも不安定な中東に対する依

存を低めたということができます．

これに対してアジアは，地政学的な制約もあり，経

済成長に伴ってエネルギー需要が増大する中で，中東

に対する石油依存が強まっています．また，天然ガス

の需要も拡大しています．幸というべきか不幸という

べきかよくわかりませんが，アジア途上地域の成長は

まさに一本調子で伸び，世界の成長センターとして発

展してきました．

このアジア途上地域の経済成長は，実はわが国の資

本と政府の支援によるインフラ整備に支えられていま

す.1997年のバーツ危機で始まったアジアの経済危機
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が，各地域に波及して，今，大変なのは実は現地の日

本企業です．昨年(1998年),バンコクを訪問した際，

金融面での一時的な危機は，宮沢支援により脱却する

かも知れないと感じました．

アジアに対して，米国はネグリジブルな支援しかし

ていません．中南米を抱えていますので，アジアには

手が回らないというのが実情です．ヨーロッパは，中

央アジアの支援に力を入れていますので，日本がアジ

アの支援を考えるのは，当たり前のことだといえます．

グローバリゼーションーアメリカナイゼーションと

いう考え方が常識といわれていますが，アジアを外国

だとは考えずに，わが国が支援していくことが妥当だ

と考えられます．アジアとわが国は一体的なエネルギー

圏と考えられます．こういうと，アジアでヘケモニー

の確立をねらっていると取られては困りますが，日・

米・中の政治的バランスをいかにこの地域で保つかに

私は思いを巡らしています．米国の人権，民主主義

市場主義といった主張に対して，アジア各国は，それ

ぞれの発展段階に応じて，政府の取るべき対策があり，

それを無視できません．したがって，米国には，簡単

によその国をマニピュレートできると考えて欲しくな

いと思います．

アジアのエネルギー・セキュリティは，これから熟

慮すべき問題であります．来年の2月半ばに私の研究

所が主催して「EnergySecurityinAsia」という

国際シンポジウムの開催を計画しています．今後5年

間ぐらい同じテーマで定期的にシンポジウムを開催し

て，この問題をより深く検討していきたいと考えてい

ます．

アジアの経済はいつ回復するでしょうか.2000年代

の半ばまでには回復が予想されます．この時のアジア

のエネルギー需要はきわめて高くなると考えられます

が，需要の急増問題をどう考えていくかが重要です．
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今後も世界全体に対して数％の構成比を占めるに過ぎ

ませんが，アジア途上地域の場合には，右肩上がりで

中長期的にシャープな上昇を続け,30%前後の構成比

に達するとみられています（図1）．今後の世界全体

のエネルギー需要の増加分の半分近くをアジア途上地

域のエネルギー需要の増加分が占めるとみられており，

アジア途上地域の位置付けが非常に大きいことが分か

ります（図2)．

OECD太平洋地域が微増でほぼ横ばいのエネルギー

需要の伸びとなるのに対して，アジア途上地域は，中

国，東アジア，インド，パキスタンなどの南アジアを

合わせて,OECD太平洋地域の何倍にも拡大してい

きます．例えば，米国エネルギー省の分析によると，

2000年で3.25倍,2005年で3.64倍,2010年で4.20倍，

2015年で4.76倍,2020年で5.38倍と5倍以上のエネル

ギー需要規模に達します．

今後予想されるアジア地域のエネルギー需給の特徴

アジアのGDPの75%は日本が占めています．中国の

地理的，政治的プレゼンスが誇張して考えられていま

すが，どのヨーロッパ人も米国人も，わが国がアジア

の問題を考えていかなければならないとみています．

日本企業の回復について強い期待を抱いています．そ

れぞれの産業分野で日本の企業の力が回復していくこ

とが重要となります．

今後のわが国のエネルギー政策の焦点は，エネルギー

需要の拡大に対して，アジア全体のスケールでどう対

応していくかということです．民間企業が投資力を保

持，政府がそれをどうサポートするか．電力，ガス，

石油の産業分野で，日本の企業が強くなる投資を拡大

する力を保持していくことが肝要です．

2．アジアの中長期的なエネルギー需要増大

様々な機関の予測結果に基づいてアジア地域のエネ

ルギー需要をみると,OECD太平洋地域に関しては，

構成比(％）エネルギー需要量(ETOE)

５
０
５
０
５
０
５
０

３
３
２
２
１
１

５
０
５
０
５
０
５
０
５
０

４
４
３
３
２
２
１
１

実績
見 通 し

米国DOE

lEA

実績
見 通 し

米国DOE

lEA

績
し通

－実績

見 通 し

ｰ米国DOE

● － ● ｜ E A

Ｏ
今
一
一

む
む

α
犀

○
●

EA

’

ノ
』

/ 陸／／ 地域’ア

|アジア途上地域h

_多し／
〃

＝ OECD太平洋地域

197019801990200020102020197019801990200020102020

図1中長期的には堅調な増大が見込まれるアジア途上地域のエネルギー需要

(EIOEﾉ年）匡一河へP |米国エネルギー省の見通し||IEAの見通し
3．5

旧ソ連・東欧の経済

混乱による需要減退蕊||圏ｱジｱ園OECD太平|溌馨蕊I
第1次石油危機

による需要減退
ﾛその他’洋

０
５
０
５
０
５
０
５

３
２
２
１
１
０
０
０

－－」 第2次石油危機

による需要減退’ 識
》
麹
蕊
識

|によ

■
鍵
蕊

■
蕊

画
睡
聴
函
麗
謹

…

f③~▲玉-F■▲■▲■▲■■

篝
49％

房蒻可

ｌ
溌
懲
蘓
堂
蕊
雰
溌
・
藻
５

垂
籔
静
霊
諄
篝
奪
籔
３

蕊
篭
蕊
蕊
蕊
％

》
鐸
》
》
》
一
》
》
蝿20％20％44％34％82％’36％41％44％47％

75-‐80--85-

707580
－
６

叩
９

｝
０

”
９

０
５

９
８

－
０

０
１

２
．

－
５

０
９

１０
５

２
１

－
０

５
１

１
｝
０

０
０

１
｝
０

頤
０

図2世界のエネルギー需要増の半分を占める今後のアジアのエネルギー需要拡大
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図3今後も石炭に大きく依存するアジア途上地域のエネルギー需要

をいくつか申し上げます．アジア途上地域では，エネ

ルギー需要に占める産業部門の重みがかなり大きく残っ

ていますが，今後，日本のような先進国の需要パター

ンに移行してくると考えられます．1つは電力化が進

んで発電部門の重みが増してくることで，今1つは所

得水準の上昇などで民生部門や輸送部門の重みが増し

てくることです．

アジア地域のエネルギー需給で最も大きな特徴は，

供給サイドで石炭の占める重みが大きいことです（図

3)．中国が現在でもエネルギー需要の4分の3を石

炭に依存しています．悪化する環境問題を考慮します

と，石炭に対する依存を減らしたいと願っていますが，

思うように減らすことができません．したがって，ク

リーン・コール・テクノロジーによるアプローチを取っ

て石炭からの汚染物質の排出をできるだけ抑制して，

石炭を有効利用しようと考えています．わが国も，こ

のようなクリーン・コール・テクノロジーによるアプ

ローチに対して支援するべきであると考えます．

OECD太平洋地域や韓国，台湾，アセアンなど東

アジア地域の場合には，エネルギー供給の大宗を石油

が占めて，その中で天然ガスの重みが増そうとしてい

ます．これらの地域では，天然ガス利用を拡大するた

めのパイプラインなどインフラ整備も，今後の重要な

課題となってきますまた，さらに長期的には原子力

をアジア地域でどのように位置付けていくか，という

ことが重要な課題になります．欧米では，原子力に対

する世論がアゲインストとなっていますが，アジア地

域の長期的なエネルギー需要拡大という状況を考えま

すと，原子力のオフ。ションを保持して置くことは不可

欠で，その中で日本の役割は大きいと考えます．

アジア地域のエネルギー需要の拡大に伴って，エネ

ルギー貿易も拡大しています．とくに，石油貿易で域

外依存が拡大していることが，今後のアジアのエネル

ギー・セキュリティとも深く関わっています.1980年

と1997年の石油貿易量を比較すると，とくにアジア途

上地域で貿易量が急拡大していることがわかります．

わが国の場合，1997年に2億8,400万トンの石油を輸

入しており，その内80%がアジア域外に依存していま

す．国内消費に対する域外依存度は85％です．アジア

途上地域の場合,1997年に4億5,800万トンの石油を

輸入しており，その内87％がアジア域外に依存してい

ます．国内消費に対する域外依存度は61%となります．

アジア地域のエネルギー需要拡大に伴って，天然ガ

スや石炭の貿易量も明らかに拡大していますが，石油

の場合には絶対値でも比率でも域外依存が大きくなっ

ている点が異なります．このことが，アジア地域のエ

ネルギー・セキュリティの問題に大きく影響すること

になります．もし，石油の供給に支障が生じると，直

接的にはアジア経済にヒットします．しかし，経済は

グローバル化していますので，アジア経済に対するヒッ

トだけでは済まない大きな影響が世界全体に及びます．

このため，米国や欧州の人々も，アジアのエネルギー・

セキュリティの問題に大きな関心を寄せています．

3．中東に対する石油依存の増大と最近の構造

変化

アジア地域の中東に対する石油依存の今後の変化を，

欧米と比べて，さらに詳しくみてみたいと思います

(図4)．北米OECD地域では,1973年から1997年ま

で石油輸入量に対する中東依存度は21～24%と変化し，

－q－
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図4今後も高まるアジア太平洋地域の石油中東依存（絶対量の拡大）
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図5原油価格の乱高下による中東OPEC産油国の石油輸出額および貿易収支の変化

石油消費量に対する中東依存度は6～9％と一桁台の

変化でした.2020年になると石油輸入量は1,370万B

/Dに拡大するとみられますが，石油輸入量に対する

中東依存度は25％，石油消費量に対する中東依存度は

1l%とあまり大きく変化しません．

ヨーロッパ地域では，第1次石油危機の1973年に石

油消費量に対する中東依存度が69％もありましたが，

石油価格の上昇に伴って北海原油の開発など石油の供

給環境が好転したため，1985年頃から石油消費量に対

する中東依存度は4分の1程度に抑えられることにな

りました．2020年の石油輸入量も1,080万B/Dとあま

り拡大しませんので，石油消費量に対する中東依存度

は4分の1程度を維持する見込みです．

これに対して，太平洋地域は，石油危機によって石

油消費量に対する中東依存度が1985年に40%まで一時

下がりましたが，1997年は58％まで上昇してきていま

す．2020年は，石油消費量に対する中東依存度が62％

とさらに上昇する見込みです．しかし，太平洋地域の

最大の特徴は，1997年に1,050万B/D前後という中東

からの石油輸入量が,2020年には2,000万B/Dとほぼ

2倍近くに増大することです．中東の石油に依存する

絶対量の大きさが，大きな意味を持つことになると考

えられます．

中東に対する石油依存は本当に不安定でしょうか．

その点でわが国の分析は必ずしも十分でありません．

中東地域と絶対的な利害を有するヨーロッパ，軍事的

な利害をもつ米国の分析結果に頼らざるを得ないのが

実情です．わが国も掌を指すことができるような中東

－4－
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エキスパートをもつべきだと思います．

私共の知り得る限りでは，中東産油国にとって財政，

生活のほとんどを頼りにする石油価格，石油輸出がす

べてだといえます（図5)．自分がコントロールでき

ると思った石油価格が，それぞれのショックを経て，

国際的な影響を受けざるを得ない状況になってきまし

た．石油の元締めとして支配力を発揮したOPECにつ

いては，時代とともに，石油の価格，市場石油政策

に対する影響力が変化してきたといえます．

1973年の第1次石油危機の時点では，私は石油部計

画課の事務方をしておりましたが，月々5％原油輸出

量を削減するということの恐怖感をまさに実感し，こ

の時はOPECが世界に石油本位制をもたらしたという

気がしました．三日天下の話ではありませんが,OP

ECというと本当に怖いという印象であったのが，欧

米のメジャーズの戦略によって，この世界は変わりま

した．北海，メキシコ，南米からの原油供給が増えた

結果，かつてのようなクレージーな石油価格はなくな

りました．米国では，原油市場に先物取引力導入され，

これを通じてヘッジファンドなどのグループも原油価

格に影響を及ぼすようになりました.OPECによる力

の支配は終わりました．

1997年のタイ・バーツの下落に発する経済危機で，

アジアの石油需要は激減し，マーカー原油の1つであ

るドパイ原油の価格が10ドル／バレルを割り込むまで

に，1998年の原油価格は下がりました．原油価格が10

ドル／バレルを割り込むと，サウジアラビア，クウェー

ト，イランなど中東湾岸の産油国における財政収入は

激減することになります（図5)．産油国の経済が落

ち込むと，その結果は人口増大を賄いきれない財政構

造へ，そして社会不安へとつながりかねない状況にな

ります．

私は，ここにきて，原油価格を巡る情勢は大きく転

換したと考えています．最近の欧米中東通の話を総合

すると，これまで対立してきたイランとサウジアラビ

アの連帯が実現しつつあります．サウジアラビアはア

ラブの盟主であるのに対して，イランはサウジアラビ

アとペルシャン・ガルフを挟んで向かい合う大国であ

ります．イランの軍事力は大きくサウジアラビアの脅

威となっていますし，イランの掲げる原理主義の波及

は，サウジアラビアの王国支配という権力構造に対す

る脅威ともなっています．

イランのベースラインは,長い間OPECでももめて

いました．イランのハタミ大統領が，サウジアラビア
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を訪問してアブドラ皇太子，ファハド国王，石油大臣

と会って，石油収支の低落について話し合った結果，

イランのベースラインを調整でき，減産の合意に達す

ることができたわけです．この結果，原油価格は上昇

の方向へと大きく転換したといえます．原油価格の上

昇傾向を維持できる保証はありませんが,10ドル／バ

レルを割り込む事態は，両国の連携で食い止めること

ができたと思います．これに非OPEC産油国の協力を

得て,OPECは有効な影響力を回復しつつあるといえ

ます．

一方，石油メジャーは昨年（1998年）を通じて大型

合併へ向かいました．石油業界に限らず，クライスラー

とベンツ，日産とルノーなど世界デフレの進行に対し

て供給力を調整するプロセスにあるといえます.BP

とアモコの合併もその1つのあらわれです．わｶﾇ国で

も，鉄鋼，化学など伝統的な産業も含めてあらゆる分

野で供給の調整が出てきています．日本の会社も，こ

のような供給サイドの変化についてどう対応していく

か，これまでと違った角度から検討を加えて良い時期

にきています．

4．強い産業とナショナル・インタレストの重

要性

強い企業もつことが，いかにナショナル・インタレ

ストの見地から大切か，通産省時代に日本の自動車，

カラーフィルム，半導体という3つの交渉を扱ってき

た経験から感じることです．米国との間のこれらの交

渉で，米国側に力強いものを感じることはありません

でした．こういう外国の強い部分に対して，米国はマー

ケット・メカニズムを主張するのではなく，政府が介

入してきます．米国もナショナル・インタレストのた

めに行動しており，普遍性をもってやっていることで

はないのです．

エネルギー問題に関しても見方はいろいろあります．

過日，私の研究所にやって来たCIAの方から，石油の

コモディティ論やマーケット・メカニズム論をどう思

うかと議論を向けられました．その方は，米国の場合

は，自国内，メキシコ，南米など自分の庭で石油がた

くさん取れるので，マーケット・メカニズム論が登場

するが，99％海外に依存している日本の場合は，供給

のアベイラビリティが問題でエネルギー政策は必要で

ある，と論評していきました．政府が過剰な介入をす

ることを支持するつもりはありませんカミマーケット・

メカニズムの枠組みの中にセンシブルなマーケット。
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アカウンタビリティをどうもつかということが問題で

す．

マーケット・メカニズムの導入により強い日本の企

業が1つもなくなってしまうとすると，それで世界が

評価するでしょうか，そんなことはありません．国際

競争力の強い企業が存在することが，ナショナル・イ

ンタレストにつなｶるといえます．

アジアの（ルネラビリティ（脆弱性）を克服するた

めに，わが国の果たす役割は大きいといえます．企業

に期待する場合は，応分の利益をもたらすメカニズム

をつくるべきでしょう．石油開発の問題もナショナル・

インタレストという高い次元から議論すべきで，足の

引っ張り合いをしていては解決になりません．

1998年9月にバクー国立大学で日本の産業政策論を

講義する機会がありましたが，その折に強く感じたの

は，米国がこの地域に対してもすさまじいほどに浸透

しているということであります．イスラム原理主義の

抑圧や北からロシアの南下を防ぐコーカサスに政官，

財一体となってアプローチしていることに，日本との

違いを感じました．

エネルギーは，単純なマーケット・メカニズムでは

解決しません．米国の戦略は，実は政府介入の歴史で

あったといえます．時間がなくなってきましたが，電

力の問題，アジアの原子力の必要性についても実は話

エネルギー・資源

したかったのです．日本に関しても，原子力をアンタッ

チャブルな問題にするのではなく，ナショナル・セキュ

リティとして考える必要があるのではないかと思いま

す．北東アジアの原子力の安全確保に，我々はもっと

シアリアスになるべきだと思います．

アジアの今後のエネルギー需給の（ルネラビリティ

が中心になってしまいましたが,CO2問題を始めとす

るアジアの環境問題を取り巻く種々の課題についても，

時間があれば言及したいと思っていました．私の研究

所で今後取り組みたいと考えている課題は，アジアに

おける域外からの様々なエネルギー供給源のセキュリ

ティを高め，指導力を持つ企業が力を出し得るメカニ

ズムをいかに整備していくかということです．その意

味では，サハリンあるいは極東ロシアのエネルギー資

源がもつ意味についても言及したかったのですが，時

間がまいりました．

岡倉天心が,100年前に「アジアは1つ」という情

緒的な発言しました．植民地化の過程を経て独立した

アジアの国々に対して，国民経済を確立するように，

日本の工業・金融資本が一定の役割を果たしてきたか

らこそ，われわれと一体の経済圏という実感を持って

います．工業経済圏として一体化してきたこの地域の

企業と資源について，わが国はしっかりと取り組むべ

きであると私は考えます．
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